別紙２

構成員別復興事業計画書

　　　　　　　　　　　　グループ名：　　　　　　　　　　　　　　　
1-1　事業者情報
(1)事業者の概要
	事業者名等
	

	所在地等
	本社・本店
の住所
	
	連絡先住所
(通知等送り先)
	

	代表者　役職・氏名
	

	業種
	

	資本金
	円
	従業員数
	人

	事業者区分
	□　中小企業者（中小企業支援法第２条第１項に規定する者）
□　事業協同組合等の組合
□　商店街
□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	担当者
	所属：
職・氏名：
電話番号／FAX：
E-mail：


※　会社案内等のパンフレットを添付すること（1部）。
※　業種欄は下記の中小企業者の分類から選択すること。
※　資本金及び従業員数欄には、平成２３年３月１日時点での資本金の額及び従業員数（常用従業員数）を記入すること。
※　暴力団又は暴力団員等に該当する方は構成員になれません。

(2)事業者の事業内容
	主な事業
	主たる生産品目、年間生産額・売上額、市場規模・市場シェア等

	
	

	
	

	
	



(3)事業者の略歴
	年月日
	略　歴

	
	

	
	

	
	



(4)グループ内における役割
	



(5)グループとして共同して行う復興事業への各グループ構成員の参画内容
	





(参考)中小企業者の定義(中小企業支援法第2条第1項)
1　会社及び個人
	業種
	従業員規模・資本金規模

	製造業・その他の業種
	300人以下　又は　3億円以下

	
	ゴム製品製造業(自動車又は航空機用タイヤ及びチューブ製造業並びに工業用ベルト製造業を除く。)
	900人以下　又は　3億円以下

	卸売業
	100人以下　又は　1億円以下

	小売業
	50人以下　又は　5,000万円以下

	サービス業
	100人以下　又は　5,000万円以下

	
	ソフトウェア業又は情報処理サービス業
	300人以下　又は　3億円以下

	
	旅館業
	200人以下　又は　5,000万円以下



2　中小企業団体(事業協同組合、事業協同小組合、火災共済協同組合、信用協同組合、協同組合連合会、企業組合、協業組合、商工組合、商工組合連合会)



2-1　東日本大震災による被害状況【施設】
(1)被害の概要
	被害の全体概要
	



(2)施設の被害の詳細
	記号(Ａ→Ｚ)
	
	(記号欄は、被害を受けた施設ごとにＡ～Ｚの順で記号を振ること)

	所有区分
	　□　共同施設（所有者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　□　事業者所有の施設

	施設名
	

	被害を受けた
施設の所在地
	

	種類・構造
	
	用途
	
	延床面積
	㎡

	被害の概要
(施設及び敷地内)
	

	罹災証明書の有無
	　□　有(証明書の写しを添付すること)　　　□無(被害を証明する資料・写真等があれば添付すること)

	グループ機能へ与えた
影響
	

	被害額
	円


※施設ごとに記入。複数の施設が対象となる場合は、欄を追加し、それぞれ記入すること。
※被害額は、同程度の機能・性能を有する施設を新たに取得する場合等の概算額を記載すること。

2-2　東日本大震災による被害状況【設備】
(1)共同設備
	記号
	No.
	設備の名称
	台数
	被害の概要、程度
	復旧状況
	グループ機能への影響
	被害額
(円)

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	合計
	



(2)構成員所有の設備
	記号
	No.
	設備の名称
	台数
	被害の概要、程度
	復旧状況
	グループ機能への影響
	被害額
(円)

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	合計
	


※被害を受けた施設内の設備の場合、記号欄は、2-1（2）で記入した記号と一致させること。
※№欄は、被害を受けた設備ごとに、１から順番に番号を振ること。
※被害額は、同程度の機能・性能を有する設備を新たに取得する場合等の概算額を記載すること。



2-3　東日本大震災による被害状況【その他】
(1)被害の概要【その他】
	その他被害の概要
	○ライフラインの状況

	
	

	
	○売上等への影響

	
	

	グループ機能へ与えた
影響
	





3-1　施設・設備の復旧整備並びに商業機能の復旧促進及び賑わい創出のための事業の内容
	復旧整備等の内容
	

	実施スケジュール
	

	必要性・緊急性
	

	グループへの貢献度
	





3-2　復旧整備並びに商業機能の復旧促進を行う【施設】の内容
(1)共同施設
	記号
	施設名称
	所在地
種類・構造、延床面積
	復旧整備等
区分
	復旧整備等の内容
	事業費計
(円)
	内訳(円)

	
	
	
	
	
	
	補助金
	自己資金
	その他

	
	
	
	□修理・修繕
□建替・移転
□整備(新分野事業)
	
	
	
	
	

	
	
	
	□修理・修繕
□建替・移転
□整備(新分野事業)
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	合計金額
	
	
	
	


(2)構成員所有の施設
	記号
	施設名称
	所在地
種類・構造、延床面積
	復旧整備等
区分
	復旧整備等の内容
	事業費計
(円)
	内訳(円)

	
	
	
	
	
	
	補助金
	自己資金
	その他

	
	
	
	□修理・修繕
□建替・移転
□整備(新分野事業)
	
	
	
	
	

	
	
	
	□修理・修繕
□建替・移転
□整備(新分野事業)
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	合計金額
	
	
	
	


※記号欄は、被害を受けた施設として2-1（2）で記入した記号と一致させること。
※復旧整備の内容には、復旧整備区分に応じて、以下の内容を明記すること（日付は西暦で表記すること）。
（修理・修繕）　修理・修繕箇所，施工完了予定年月日
（建替※新分野事業含む）種類・構造，延床面積
（移転※新分野事業含む）移転理由、移転先住所、種類・構造，延床面積
※事業費計には、２者以上から徴した見積書等の中で最低の金額による積算額を記載すること。また、見積書の写し（２者以上）を添付すること。
※本事業の補助金を利用する施設を全て記載すること。

3-3　復旧整備並びに商業機能の復旧促進を行う【設備】の内容
(1)共同設備
	記号
	No.
	設備名称
	台数
(台)
	復旧整備等
区分
	復旧整備等の内容／
仕様(メーカー名、型式、機能・性能等)
	事業費計
(円)
	内訳(円)

	
	
	
	
	
	
	
	補助金
	自己資金
	その他

	
	
	
	
	□修理・修繕
□入替
□整備(新分野事業)
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	□修理・修繕
□入替
□整備(新分野事業)
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	合計
	
	
	
	


(2)構成員所有の設備
	記号
	No.
	設備名称
	台数
(台)
	復旧整備等
区分
	復旧整備等の内容／
仕様(メーカー名、型式、機能・性能等)
	事業費計
(円)
	内訳(円)

	
	
	
	
	
	
	
	補助金
	自己資金
	その他

	
	
	
	
	□修理・修繕
□入替
□整備(新分野事業)
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	□修理・修繕
□入替
□整備(新分野事業)
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	合計
	
	
	
	


※記号及び№欄は、被害を受けた設備として2-2（1）（2）で記入した記号・番号と一致させること。
※復旧整備の内容／仕様欄には、復旧整備区分に応じて，以下の内容を明記すること（日付は西暦で表記すること）。
　（修理・修繕）　修理・修繕箇所、施工完了予定日、設置場所が異なる場合は新たな設置場所を記入。
　（入替※新分野事業含む）　入替完了予定年月日、設置場所が異なる場合は新たな設置場所を記入。
　(移設※新分野事業含む）　移設完了予定年月日。
※事業費計には、２者以上から徴した見積書等の中で最低の金額による積算額を記載すること。また、見積書の写し（２者以上）を添付すること。
※本補助金の補助金を利用する設備を全て記載すること。


3-4　新商品・新サービス開発のための事業、市場開拓調査事業の内容（新分野事業に資する場合に限る。）
(1)事業概要
	記号
	No.
	新商品・新サービス開発費
or
市場開拓調査事業
	事業の具体的内容
	事業費計
(円)
	内訳(円)

	
	
	
	
	
	補助金
	自己資金額

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	合計
	
	
	


※ 本事業により、新商品・新サービス開発のための事業及び市場開拓調査事業を行うために必要な経費のみ記入すること。
※ 記号欄、被害を受けた施設・設備として2-2（1）「施設」、（2）「設備」で記入した復旧に代える従前の施設・設備の記号・番号を記載すること。
※ 事業の具体的内容については、用途、仕様、実施時期等を具体的に記入すること。
※ 事業費計には、２者以上から徴した見積書等の中で最低の金額による積算額を記載すること。また、見積書の写し（２者以上）を添付すること。



3-5　賑わい創出のための事業の内容
	事業費
	事業費の内容
	数量
	単価
	事業費計
(円)
	内訳(円)

	
	
	
	
	
	補助金
	自己資金
	その他

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	合計
	
	
	
	


※事業費の内容については、用途、仕様、使用時期等を具体的に記入すること。
※事業費計には、２者以上から徴した見積書等の中で最低の金額による積算額を記載すること。また、見積書の写し（２者以上）を添付すること。
※本補助金の補助金を利用する事業費を全て記載すること。



4-1　収支計画
	支出関係
	内訳
	施設費
	円

	
	
	設備費
	円

	
	
	賑わい創出のための
事業費
	円

	
	合計
	円

	収入関係
	内訳
	補助金申請額
※千円未満切り捨て
	円

	
	
	自己資金額
	円

	
	
	その他
	円

	
	合計
	円


※補助金額の算出にあたっては、千円未満を切り捨てること。
※収支の合計金額は合わせること。

